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はじめに 

技能実習制度活用に関する労務管理委員会の考え方 

 

１ 調査の経緯 

 昨年度は、会員各社のご協力を得てアンケートを実施し、ビルメンテナンスの作業現場

における外国人雇用の実態を明らかにした。報告書には、国際行政書士で東京入国管理局

申請取次行政書士の片平勇介先生がまとめた「外国人を雇用するに当たっての諸注意」を

添付し、それを会員に送付した。 

 今年度は、我が国の労働力人口の中長期的な減少が予測されているが、これによりビル

メンテナンス業の労働力不足はより深刻化することが見通される。そして、高齢者や女性

の活用は今後もなされるだろうが、それだけで十分では無くなる事態も当然予想される。

その場合、外国人労働者に対する関心は今以上に高まるのではないだろうか。 

 外国人雇用に関する恒常的・組織的な対応の一つとして、「外国人技能実習制度」の活用

が考えられる。この制度は、受入れ団体が送出し団体と取り決めて、海外から期間を定め

て実習生を受け入れて、各社で技能等の教育を実施し、それを母国に持ち帰ってもらって

母国の経済発展に貢献するという趣旨である。この制度が趣旨どうり円滑に機能すれば、

秩序ある外国人の受け入れが可能となる。 

今年度は、以上のような労働力不足への対応と国際貢献という両面からメリットがある

外国人技能実習制度がビルメンテナンス業界として活用できるかどうかについて、昨年度

に引き続き片平先生にお願いし調査研究を実施した。 

 

２ 技能実習制度活用について 

  本調査研究は労務管理委員会労働条件小委員会において片平先生が報告をし、それに

関して委員が意見交換を行って進めてきた。片平先生の提言のまとめは第１章以降に掲

載しているが、この提言を受けて技能実習制度に対する委員会の考えをここで示す。 

（１）技能実習制度活用のメリットについて 

制度活用のメリットとして、何といっても、若い労働力の恒常的な確保が可能とな

ることが挙げられる。技能実習生の受入枠については、実習実施機関の常勤職員の数

によって決まってくる。（p12～13 参照）例えば、101 人以上 200 人以下では技能実習

生の上限が 10人であり、10人が３年間業務に携わるというのは会社には大きなメリッ

トであろう。 

また、それに関連して、人件費の抑制が挙げられる。ビルメンテナンス業の経費に

占める人件費が大きいことはよく指摘されているが、それ故に人件費抑制の効果は大

きい。片平先生の試算によれば、実習生 10 人で年間 500 万円近い削減が可能となる。

（p39参照） 

 また、技能実習制度を通じた送出し国との人的つながりから、当該国におけるビジ
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ネス機会が拡大するというメリットがあげられる。現在、製造業に限らず、小売業な

どの第３次産業においてもアジアへの進出が続いている。アジアの成長を取り込むこ

とが我が国企業の発展を左右していると言っても過言ではない。技能実習制度の活用

はそうしたアジアの活力の取り込みの活路となる。(p41参照) 

 また、ビルメンテナンス技術の移転を通じてアジアの経済発展を担う人材育成を図

り、アジアの経済発展に寄与することで、技能実習制度の活用はビルメンテナンスの

イメージアップと協会入会メリットの向上に寄与すると考えられる。 

 

（２）技能実習制度活用の課題 

 しかし技能実習制度を活用するためには、幾つかの課題がある。そのうち一番大き

な課題は、ビルメンテナンス業務（清掃又は設備管理業務）が２号対象職種（２号に

なることで最長３年の実習期間となる）になれるかどうかである。現在 66職種 123作

業が対象職種となっているが、そのほとんどは農林水産業や製造業に限られており、

サービス業は含まれていない。また、2号職種になるためには、外国人に対する検定制

度を確立しなければならない。それらを含めて、厚生労働省等への働きかけが必要で

あり、ビルメン業務が単純作業でないこと、母国で習得することが困難な技能である

ことなどを証明しなければならない。 

 また、この制度を円滑に進めるためには、送出し機関との綿密なコミュニケーショ

ンが不可欠である。提言にもあるように、「実習期間中にトラブルを起こさないための

もう一つのポイントは現地の送出し機関をどのように選ぶかという点である」（p33）。

ビルメンテナンス業で技能実習制度を活用するならば、現地のビルメンテナンス業の

状況とその業界団体の事前の調査が必要になる。そこでしっかりしたビルメンテナン

スの団体があってはじめて技能実習制度は円滑に機能する。 

 そして最後に、技能実習制度の活用に当たっては、協会が監理団体となり、会員企

業が実習実施機関となる一般的な方法であるが、この場合監理団体の業務が非常に大

きくなる。この点について、提言において次のように記載している。 

「しかし、一番の負担は実習実施機関側にではなく、監理団体となるビルメンテナ

ンス協会の方にあると思われる。実習実施機関への指導・監督の強化や講習の実

施、実習実施機関の指導員の配備や日誌の作成等は、当該制度を導入するにあた

りかなりの経営負担になることが予想される。この制度の導入規模にもよるが、

まずは 3 人くらいの専属担当要員が必要になるかと思われる。 

また、海外の送出し機関との打ち合わせや協会会員の理解など、初期投資には数

百万円規模の金額が必要になると予想される。」(p40～p41) 

このように、技能実習制度を協会が監理団体となって実施するためには、かなりハ

ードルが高いと言わざるを得ない。厚労省への働きかけ、海外ビルメンテナンス業界

の調査、協会の担当職員の増員などどれも一朝一夕には出来ない。少なくとも、数年

の単位で入念な準備が必要である。また、他業種における監理団体型技能実習制度の

成功事例の分析等も必要になると考えられる。 
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（３）技能実習制度活用の考え方 

 以上の課題の大きさを踏まえると、現時点では技能実習制度の活用を推進していく

べきとは結論できない。 

 ただ、労働力人口の減少は避けられないし、ビルメンテナンス業における人材不足

はますます顕著になり、外国人の雇用は現実に増えていくことは避けられないと考え

られる。 

実際、現在でも、ビルメンテナンス業における最大手のＡ社では昭和 55年頃からア

ジアに進出し、その後中国や台湾等の東南アジア各国に合弁企業を設立し、積極的に

海外市場に進出している。また、総合管理業で従業員数 1,200 名余りのＢ社でも、平

成 7年に中国で合弁企業を設立し、平成 20年に本格オープンした上海の超高層ビルの

設備管理業務、清掃業務を受託しているほか、先の上海万博においても日本館の設備

管理を受注した。さらに、Ｃ社においても平成３年頃から中国で合資会社を設立する

など、早くから海外市場に目を向け、現在、中国において伊勢丹など大手百貨店をは

じめ、量販店、オフィスビル、ホテル、学校などの建物管理業務を受託している。平

成 18年に成都支店を、平成 20年には瀋陽支店を開設している。 

中国では今購買力の増加に伴いショッピングセンター・百貨店などの商業施設が急

激に増えている。また、商業施設に対する清潔さについて利用者の要求水準が高まっ

ている。これらを背景にして、日本の流通業系列の大手ビルメンテナンス業のＤ社は、

昨年、中国での商業施設管理の拡大を発表した。中国でのショッピングセンター４店

舗で警備や清掃、施設管理を請け負っている。 

このような動きは、表だっては見えにくいものの、確実に進展している。アジアの

経済発展に伴って、今後もこの動きはますます活発になると考えられる。それによっ

て、個別会社ごとに、日本から技術指導者や管理者等が派遣されたり、進出先から技

能研修者などを受け入ることで、人的な交流がより増えるのではないかと考えられる。

こうした経済的・人的なつながりが出来ることで、技能実習制度の活用というテーマ

はより現実味を帯びた業界の検討課題として、何年後かに再度浮上するのではないか

と思われる。 

今回は将来的な検討のための第１のステップであるが、今後東京協会として行うか

どうかは別にして、十分な検討を行うためにも、成長著しいアジア諸都市のビルメン

テナンスの現状を調査していく努力も必要ではないだろうか。 
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第 1 章 調査の背景と骨子 

 

 

１ はじめに 

  平成 22年度では、貴協会よりご依頼頂き現行法制度下における外国人雇用の問題点

とその対策について、報告書の作成補助及びその説明会に講師として参加させて頂い

たが、この度、中長期的視点から社団法人東京ビルメンテナンス協会が行うべき労働

力人口の減少化対応策は何かとのご相談を賜ったので、少子高齢化社会の日本では女

性や高齢者の就職支援政策にも限界があり、やはり近い将来には海外の労働力に頼ら

ざるを得ない状況を避けることが出来ないであろうことを踏まえ、中長期的な視点か

ら、貴協会及びビルメンテナンス業界が行うべき外国人雇用対策の一つの選択肢とし

て『外国人技能実習制度』を取り上げ、その仕組みと問題点、成功事例と活用手段・

展望について調査し、労働力人口の減少化対策の一助になればとの思いから、ここに

ご報告させて頂くこととする。  

この調査報告を踏まえ、今後の対応策等をご検討頂ければ幸いである。 

 

２  調査背景 

  リーマンショック（2008 年 9 月）以前の我が国では、戦後最長と言われた好景気に

伴い、多くの業界で求人難に悩まされるという状況が続いていた。新卒採用はまさに

売り手市場で、皆様におかれましても必要な労働力確保にかなり苦労しておられたと

聞いている。 

  その後、100年に 1度という大不況が全世界を襲い、完全失業率は 5％台に突入し（平

成 21年 11月で 5.2％）、就業者数は 6,260万人で 22カ月連続の減少、完全失業者数は

331 万人で 13 カ月連続増加という状況となり（総務省統計局統計研究所『労働力調査

（基本集計）平成 21年 11月分結果』より）、2011年 3月卒業の新卒者の内定率は 2011

年 2 月 1 日現在、77.4％と昨年に引き続き大きく低落し、1996 年の調査開始後最低と

なった（厚労省・文科省『大学等卒業予定者の就職内定状況調査』より）。そして皆様

のビルメンテナンス業界でも以前程、求人難で困っているという声は聞かれなくなっ

た。 

 

しかし、この不況はいつまでも続くのであろうか？ 

 

視点を長期展望に切り替えてみると、少子高齢化で日本の 2030年の労働力人口（15

歳以上の就業者と求職者）は 2006年の6,657万人から約 1,070万人減る見通しであり、

女性や高齢者の就職支援政策が拡大し、労働市場への参加が進むケースを想定しても

約 480 万人減となる見通しとなっている（平成 20 年版『厚生労働白書』より）。この

状況を踏まえると、昨今の不況を乗り切った暁には必ずや労働力不足の時代が訪れ、
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人材の取り合い、奪い合いになることは容易に予想できるところである。女性や高齢

者の就職を促しても労働力が足りないということになれば、残るは外国籍人材によっ

て労働力人口の不足を補うしか道はないと思われる。 

 

しかし、今後外国人労働者の採用を試みてみようと考えていらっしゃる会員企業の

皆様においても、まだまだ受け入れ態勢が万全であるというには程遠く、宗教や習慣

といった外国籍の方特有の問題点や、ビザなどを中心とした様々な手続的問題に不安

を感じるという声も少なくない。 

 

そこで昨年度（平成 22 年度）、私は調査報告にて現行法での外国人雇用対策を取り

上げ、外国人に関する募集・採用時から、雇用開始時における注意点を『在留資格制

度（ビザ）』を踏まえながらお伝えし、改正雇用対策法や労働・社会保険等各種諸法令

にも言及し、採用からの時系列に沿って分かり易く今後の外国人雇用のあり方につい

てご報告させて頂いた次第である。（「ビルメンテナンス業における外国人雇用の現状

とその対応」平成 22年 3月発刊） 

 

しかし、当該調査報告で取り上げた現在の我が国の出入国管理制度の下では、所謂

就労ビザの取得は困難を伴う事が予想され、留学生アルバイト若しくは日本人配偶者

等報酬を伴う活動に制限のないグループの活用をご提案せざるを得なかったのが正直

なところである。 

確かに、所謂就労ビザを取得している在日外国人の割合は、上記グループに属する

外国人に比べて小さいのが現状であり（『技術』『人文知識・国際業務』ビザを合わせ

ても全体の 5.4%）、パート・アルバイト要員が不足しているビルメンテナンス業界の現

状を踏まえると、平成 22年度での私の提案はそれほど的を外したものでは無いと自負

しているが、中長期的視点に立てば、労働力人口の大幅減を踏まえると、その対策は

万全とは言えないとも思われる。 

そこで、中長期計画の提案機会をお与え頂いたので、女性・高齢者・現行外国人労

働力の他の選択肢の一つとして、外国人技能実習制度の貴協会での活用を御提案させ

て頂くこととなった次第である。 

 

３ 中長期計画・骨子 

①技能実習生制度の対象職種への挑戦 

  2010年 7月 1日から、新しい研修・技能実習制度がスタートしている。その技能実

習制度の対象職種に、貴業界の職種も対象となるよう活動される事を御提案させて頂

く。 

【ビル衛生管理法】 

 技能実習制度の本来の趣旨は『わが国で開発され培われた技能・技術・知識の開発

途上国等への移転』である。貴業界の技能・技術・知識はわが国の厳しい『ビル衛生
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管理法』のお陰で、『わが国で開発され培われた』ものとなっているのではないだろう

か。その技術はまさに現在のビル建設ラッシュが起きている『開発途上国へ移転』す

べき技術ではないだろうか。 

【省エネ】 

 また、2010年 4月 1日から 

①エネルギーの使用の合理化に関する法律（改正省エネ法） 

②地球温暖化対策の推進に関する法律（改正温対法） 

③東京都都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（環境確保条例） 

という環境関係の新しい法律・条例が施行されている。 

貴業界ではこの問題には非常に敏感で、設備管理関係の現場の皆様が、この問題に

実際には対処されているということを聞いている。この世界的な問題で、しかも世界

でも一番高いハードルを掲げている日本の『環境』に対する貴業界の技術、これもま

さに『開発途上国へ移転』すべき技術ではないだろうか。 

【新制度】 

そして、上記対象職種は平成 19年 5月現在の 62職種 114作業から比べても増加傾

向にあり、この 2010年 4月 1日にも一職種追加されたばかりであるし、この対象職種

は新しい制度では『技能実習 2号』のみに設けられている制限であり、『技能実習 1号』

は最長一年間しか在留が認められていないが、今のところ対象職種に制限が無いとい

うのが実情である。 

【展望】 

よって、貴業界の職種が技能実習制度の対象職種にはならないと考えるのは本当に

早計であり、可能性はまだ残されていると言っても過言ではない。まずは『技能実習

1号』あたりから風穴を開け、実績を積み重ね、初の製造業以外の対象職種（技能実

習 2号）に繋げていく試みを僭越ではあるが私から提案させて頂く。 

 

②貴協会の監理団体への挑戦 

  上記新制度の『団体監理型』では、『商工会等の営利を目的としない団体の責任及び

監理の下で行う』という制限がある。 

  貴業界では『海外にある合弁企業等事実上の関係を有する企業の社員を受け入れて

行う活動』が該当する『企業単独型』は現実的ではないので、『団体管理型』を目指す

必要があると思われるが、貴協会は公益社団法人として認可されたので、監理団体の

資格は充分にあると言える。 

   そこで、貴協会が自ら技能実習生の『監理団体』となり、貴協会の会員企業へ技能

実習生を自ら送り込むということも視野に入れて対策をすることを提案させて頂く。

確かに大きな壁・問題は山積しているし、まずは技能実習が認められる職種であると

の判断を得ることも重要だが、この対策こそが、来る労働力人口不足時代における貴

協会会員企業様の最大の利益に繋がると思われるので、対象職種への参入と併せて両

面作戦に出られるのも有効な手であるとお考え頂きたい。 
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③単純労働との認識を覆す事による、就労ビザ取得への挑戦 

  上記の技能実習制度参入の計画により、貴業界が所謂『単純労働』であるとの認識

を覆し、昨今の大きな流れである上記省エネ対策をテコに、ビル衛生管理及び省エネ

対策における『専門的・技術的』な職務である事のアピールに繋げていくのは如何で

あろうか。 

【移民政策より現行制度の運用変更】 

  単純労働への就労を認めろとの要望や移民政策の導入等は、商工会議所をはじめ

様々な機関が何十年も前から唱え続けているが、昨年の大改正においても全くの手つ

かずの状況となっている。 

  よって上記制度改革よりは運用の変更、すなわち貴業界の専門性をアピールし、『専

門的・技術的』な職務であることを法務省入国管理局へ認識させる方がより近道であ

ると考える。 

  その為にも技能実習制度への参入と省エネ対策関係のアピールは、前述した法改正

も追い風となり、その効果が大いに期待出来ると考える。 

【ビルメンテナンス業界全体のイメージ戦略】 

  上記省エネ対策と国際貢献である技能実習制度参入への業界全体の働きかけは、貴

業界全体のイメージアップに繋がり、その面でも求人対策に効果を発揮出来ることが

予想される。 

  昨今の大きな時流を味方に、イメージ戦略にも取り組まれる事を御提案させて頂く。 
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第 2 章 技能実習制度の仕組みと問題点 

 

１ はじめに 

  平成 21年 7月 15日に改正入管法が公布され、新しい研修・技能実習制度が平成 22

年 7月 1日から施行されている。 

  この新・技能実習制度が、現在そして将来のビルメンテナンス業界の労働力人口不

足を補う手段となり得るかを調査すべく、この章ではまず新しい技能実習制度の仕組

みとその問題点について調査報告させて頂く。 

 

 

２ 技能実習制度の制度趣旨と貴業界の戦略 

①制度趣旨 

研修・技能実習制度は、我が国で開発され培われた技能・技術・知識の開発途上国

等への移転等を目的として創設。 

 ②今改正のねらい 

   実質的に低賃金労働者として扱う等の問題が発生 

→研修生・技能実習生の法的保護及びその法的地位の安定化を図る為に、様々な措

置が講じられた。 

そして実務研修を行う場合は、原則、雇用契約に基づき技能修得活動を行う事が

義務付けられ、労基法や最低賃金法等労働関係法令の保護が受けられるようにな

った。 

 

【ポイント】 

 技能実習生が我が国の技術・知識を、労働者としての待遇を守られながらしっかり修

得し、その技術・知識を母国の発展に活かして貰うことが重要。 

→㋐貴業界の高度なビルクリーニング技能、ビル衛生管理技術、省エネ技術を、ビル

建設が進む発展途上地域へ移転することを主目的として導入を検討。 

   ㋑貴業界の労働力不足を補いながら、労働者として技術を修得して貰うことが大切。 

   ㋒衛生管理・省エネ貢献・世界への技術移転貢献等を通じて、貴業界のイメージ戦

略も同時進行させ、日本国内の労働力獲得も視野に入れる。 

 

３ 技能実習制度の仕組み 

 ①団体監理型の技能実習 

技能実習 1号ロ 商工会等営利を目的としない団体の責任及び監理の下で行う（ロが

団体監理型を指す）。 

 【ポイント】 

団体監理型受入れでは、技能実習生の受入れを行う監理団体の役割が非常に重要。監
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理団体は、その責任と監理の下で技能実習生を受け入れ、技能実習１号と技能実習２号による

期間を通して、技能実習を実施する各企業等（実習実施機関）において技能実習が適正に実

施されているか確認し指導することが求められる。 

 

②監理団体の要件 

   ㋐下記の団体に該当する事。 

ハ 職業能力開発促進法・第四章の職業訓練法人 

ヘ 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律・第二条の公 

益社団法人又は公益財団法人 

（平成二十一年十二月二十五日法務省令第五十三号。第 1条より） 

【ポイント】貴協会は、公益社団法人の認定を受けているので、団体要件を満たす。 

  ㋑国、地方公共団体等から資金その他の援助及び指導を受けて技能実習が運営される

事。 

  ㋒３ヵ月に１回以上役員による実習実施機関に対する監査を実施し、各地方入管への

報告を行う事。 

  ㋓技能実習生に対する相談体制を確保している事。 

  ㋔技能実習１号の技能実習計画を適正に作成する事。 

  ㋕技能実習１号の期間中、１ヵ月に１回以上役職員による実習実施機関に対する訪問

指導を行う事。 

  ㋖技能実習生の入国後に、次の科目について講習（座学にて。見学を含む。）を技能

実習１号ロの活動予定時間の６分の１以上の時間（海外で１ヵ月以上かつ 160時間

以上の事前講習を実施している場合は 12分の 1以上）実施する事。 

 

【ポイント】海外で事前講習を実施すれば 1年のうち 1 ヵ月の講習で足りると言う事。 

  ㋘有料若しくは無料職業紹介事業の許可又は届出が必要。 

㋙その他に、監理費用の明確化、技能実習継続不可能時の対応、帰国旅費及び技能実

習生用宿舎の確保、労災保険等の保障措置、役員等に係る欠格事由等の要件あり。 

【有料職業紹介の許可要件】 

監理団体になるには、『有料』若しくは『無料』の職業紹介の許可を取得する必要がある

が、貴協会のように公益社団法人であっても、概ね下記の要件を満たせば取得は可能であ

る。また『有料』と『無料』許可要件はほぼ同じであるし、『有料』は『無料』をカバー

出来るので（『有料』の許可で無料紹介を行っても問題は無い）、無料斡旋の予定でも、

『有料』職業紹介を取得するほうが、柔軟な対応が可能である。以下、許可要件をお伝え

する。 

 

■３年以上の職業経験等を有する“職業紹介責任者“がいること。 



 

 

10 

尚、職業紹介責任者は、職業安定局が委託する者が行う「職業紹介責任者講習」を受講

している必要がある。（許可申請受理の５年以内に受講したもの） 

職業紹介責任者講習の予定及び予約については、（社）全国民営職業紹介事業協会の

ホームページを参照のこと。 

■申請者が当該事業を健全に遂行するに足りる財産的基礎を有すること。 

○資産（繰延資産及び営業権を除く）の総額から負債の総額を廃除した額が５００万円

であること。 

○事業資金として自己名義の預貯金の額が１５０万円以上であること。 

■個人情報を適正に管理し、求人者、求職者等の秘密を守るために必要な借置が講じられ

ていること。 

■有料職業紹介事業を行う上で不適当な事業を兼業しないこと。 

■代表者、又は役員が欠格事由に該当していないこと。 

■職業紹介責任者が欠格事由に該当していないこと。 

■有料職業紹介業を行う事業所はその位置、面積、構造、設備からみて職業紹介を行うに

適切であること。 

具体的には、事業に使用し得る面積がおおむね２０㎡以上であることや、風営法で規

制する風俗営業が密集している事業運営に好ましくない場所にないことが挙げられる。 

■職業安定法の各条文の内容を含む業務の運営に関する規程を有し、これに従って適切

に運営されること。 

【技能実習生の宿舎】 

受入企業は技能実習生に対し、宿舎を確保する必要がある（敷金、礼金等の初期費用

は受入企業負担。家賃、光熱費は技能実習生実費負担）。宿舎は賃貸アパートでも結構

であるし、受入企業の従業員寮でも問題ない。間取りの目安として、技能実習生１人

あたり３畳以上の居住空間の確保、浴室、洗面所、トイレが付帯していることが必要

となる。また生活に必要な備品（冷蔵庫、洗濯機、食器、調理器具、寝具等）も合わ

せて必要となる。 

 

③実習実施機関の役割 

実習実施機関は、技能実習生に対し実際に技能等を修得させる立場にある。技能実習

指導員を配置し技能実習計画に従って技能実習を実施するとともに、生活指導員を配置

し技能実習生の生活管理にも細かく配慮するなど、技能実習が円滑に行われるようにす

ることが求められる。 

 

④実習実施機関の要件 

 ㋐技能実習指導員及び生活指導員を配置している事。 

【技能実習指導員の配置について】 

実習実施機関（受入企業）は技能実習生に対し、実際に技能を修得させる立場にあ

るので、円滑な技能修得を行うことができるよう、技能実習指導員（修得させる技

http://www.minshokyo.or.jp/
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術に対し、５年以上の職務経験がある常勤職員）を配置し、技能実習計画に基づい

て技能実習を行うこととなる。 

【生活指導員の配置について】 

技能実習生の殆どは、日本での生活は初めてである。その為、生活指導員を配置し、

生活習慣や交通ルール、メンタル面のケアなど、技能実習生が日本での生活を不安

なく送れるようサポートしていくことが必要となる。生活指導員になる為に必要な

要件は特に定められていない。 

㋑技能実習日誌を作成し備え付け、技能実習修了後 1年以上保存する事。 

 ㋒技能実習生に対する報酬が日本人が従事する場合と同等額以上である事。 

  ㋓その他に、技能実習生用の宿舎の確保（監理団体が確保する場合を除く）、労災保

険等の保障措置、経営者等に係る欠格事由等の要件あり。 

 

⑤技能実習 1号ロ（1年目）の受入れ要件 

「技能実習１号ロ」で行うことができる活動は、監理団体が行う講習による知識の

修得活動と、実習実施機関との雇用契約に基づいて行う技能等の修得活動であるが、

以下の要件も充足する必要がある。 

【ポイント】 

 講習による知識修得活動と雇用契約に基づく技能等修得活動 

㋐修得しようとする技能等が単純作業でない事。 

  ㋑18歳以上で、帰国後に日本で修得した技能等を活かせる業務に就く予定がある事。 

  ㋒母国で修得する事が困難である技能等を修得するものである事。 

  ㋓母国の国、地方公共団体等からの推薦を受けている事。 

  ㋔日本で受ける技能実習と同種の業務に従事した経験等を有する事。 

  ㋕技能実習生（その家族を含む）が、送出し機関、監理団体、実習実施機関等から、

保証金などを徴収されない事。また、労働契約の不履行に係る違約金を定める契約

等が締結されていない事。 

⑥技能実習生 1号ロの受入れ人数枠 
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⑦技能実習の期間 

   技能実習期間は技能実習 1号、2号の期間を合わせて最長 3年。 

   （1号は最長 1年。） 

   
 

⑧技能実習生の保険関係 

㋐団体監理型の場合、日本での講習後に労働者として雇用関係がスタートする為、実

習期間中は通常の労働者と同じように、労働者災害補償保険、雇用保険、健康保険、

厚生年金に加入する事になるが、日本での講習中は、国民健康保険、国民年金（1年

目は年金保険料免除の可能性あり）に加入することになる。 

㋑公的保険を補完する保険として、技能実習生が安心して日本における生活を送り技

能実習を継続できるようにするために、また受入機関が安定した技能実習を実施で

きるようにするために、JITCO（財団法人 国際研修協力機構）が、『外国人技能実

習生総合保険』を用意している。 

【保険の特徴】 

※技能実習生が母国出発から帰国するまで、講習期間を含む実習実施期間中のすべ

てカバー。 

※治療費用については、国民健康保険、健康保険等の資格取得時期を考慮し、本国

から一定期間（1 ヵ月・２ヵ月・３ヵ月の３パターン有り）は治療費用が１００％
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補償される。 

※ＪＩＴＣＯを保険契約者とし、技能実習生を被保険者、受入機関を保険加入者と

する団体保険であり、一般の個別保険より格安な保険料を設定している。 

【補償範囲】 ※日常生活には通勤・講習中・実習中を含む。 

 
【補償内容】 

※傷害治療費用保険金、傷害死亡・後遺障害保険金 

※疾病治療費用保険金、疾病死亡保険金 

※賠償責任保険金 

※救援者費用等保険金 

注）歯科疾病、既往症の治療、美容整形、妊娠・早流産・出産、けんか、自殺、犯罪行為に

かかわるもの等、保険約款に定める事由に該当する場合は、保険金支払対象とならない。 
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【保険金額・保険料】 

 

 

 

  ※掲載の保険料を一回支払えば、期間中は保険加入状態となる。 

        例：11,130円を技能実習生１人に対して一度支払えば、12ヶ月の滞在期間中、最初

の 1ヵ月は治療費用が 100％補償され、その後は滞在期間終了まで治療費用の

30%が補償される。 

 

⑧技能実習 2号への移行 

㋐2号へ移行する場合、技能検定基礎 2級等の検定試験に合格する必要あり。 

㋑更に実践的な技能等を修得することが必要。 

㋒1号で監理団体が行うこととされている実習実施機関に対する月 1回以上の訪問指導、

講習の実施等は 2号では課されない。 

  ㋓1号で定められている人数枠は、特に設けられていない。 

  ㋔2号への移行対象職種・作業は 2010年 7月 1日現在、66職種 123作業に限られてい

る。 
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⑨帰国時の手続き 

 ㋐技能実習修了者に対して修了証書の発行。 

 ㋑2号を修了して帰国した場合には、各地方入管、JITCOの地方駐在所への帰国報告が

必要。 

 

⑩保証金・違約金等による不当な金品徴収等の禁止 

  失踪防止を名目として、送出し機関が実習生本人又は家族から高額な保証金を徴収

しているケースがあり、これが経済的負担となって、時間外作業や不法就労を助長し

ていると指摘されており、新制度では、不当な金品の徴収等を禁止している。 

 

⑪講習内容について 

  講義の内容は、下記の四つを全て踏まえなければならない。 

㋐日本語 

 ㋑日本での生活一般に関する知識 

 ㋒技能実習生の法的保護に必要な情報 

 ㋓円滑な技能等の修得に資する知識 

  講習は座学（見学は含む）により実施しなければならない。 

  （工場など生産する為の施設における機械操作教育や安全衛生教育は含まない。） 

   講習終了後、1号では技能実習生と実習実施機関との間に雇用関係が生じることとな

る。 

 

⑫その他の注意事項 

 ㋐実習実施機関は、技能実習の実施状況に係る文章を作成し、技能実習の修了後 1年

間、当該文書を保存しなければならない。 

 ㋑監理団体は、講習の実施状況に係る文章、訪問指導に係る報告書を作成し、技能実

習の修了後 1年間、当該文書を保存しなければならない。 

  ㋒実習実施機関は、実習を開始する前に労働者災害補償保険に係る保険関係成立の届

出等の措置を講じる必要あり。 

 ㋓技能実習が修了して帰国した場合だけではなく、技能実習の継続が不可能となった

場合にも、直ちに監理団体は地方入管に当該事実と対応策を報告しなければならな

い。 

  ㋔技能実習の適正な実施を妨げる等、不正行為を行ったと認定された機関は、研修生・

技能実習生の受入れが一定期間停止される。 
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４ 技能実習制度の現状と問題点 

①前制度下での研修・技能実習生の外国人登録者数の推移 

      
㋐登録者数は確実に増加してきている。 

    ㋑対象職種も少しずつ増えてきている。 

②前制度下での不正行為認定機関数の推移 

   

    ㋐不正行為の類型は所定時間外作業・労働関係法規違反・名義貸しが上位を占め

る。 

    ㋑その他、虚偽文書の作成・行使等がある。 
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③現行新制度の展望と問題点 

  旧制度の問題点であった、 

 ㋐一部の実習実施機関で、研修生・技能実習生が実質的に低賃金労働者として扱われ、

さらに、賃金不払い等の労働関係法令違反も発生。 

 ㋑実習実施機関に対する指導・監督が不十分な監理団体の存在。 

㋒不当な利益を得るなどして、研修生等をあっせんする悪質な送出し機関やブローカ

ーの存在。                        

  と言った状況は、この新制度下では再発しないように対策が講じられている。 

   例えば㋐に対しては、研修生ではなく労働者として扱い、労働関係法令の保護を可

能としているし、㋑については監理団体の責務をかなり増大させ、また、㋒に対する

対策として、保証金・違約金等による不当な金品徴収等の禁止を強化している。 

 

 貴協会としては、今後新たに技能実習制度を導入するに当たり、技能実習生を低賃

金労働者として扱う事は考えておらず、貴協会自身が監理団体になる場合には、㋐や

㋑の問題は発生しない運営が期待される。 

 しかし、監理団体の指導・監督の強化や講習の実施、実習実施機関の指導員の配備

や日誌の作成等は、当該制度を導入するにあたりかなりの経営負担になることが予想

される。 

 また、㋒の問題に含まれる保証金等の徴収は、実習生の失踪対策であった面も否め

ず、その点についての対策は、有意義な実習実施計画の策定等も含めて今後の課題と

なろう。 

 そして、貴協会の行う実習内容が、反復継続して行われる単純作業では無い事の主

張や、2号移行対象職種への該当要請、帰国後は修得技術を活かした仕事に就くことが

求められているのであるから、母国のビルメンテナンス協会の協力も不可欠な事が予

想され、まだまだ問題は山積されていると言える。 

 

 新制度はまだ施行されたばかりであるので、今後の運用を注視していくことが肝要

ではあるが、貴協会の労働力不足対策には、この新制度導入の検討は避けては通れな

い有意義な事柄であると思われる。この報告が正しい判断への材料となれば幸甚であ

る。 
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第 3 章 旧・技能実習制度時における成功事例 

 

１ はじめに 

  前章では、平成 21年 7月 15日に改正・公布され、平成 22年 7月 1日から施行され

ている新しい研修・技能実習制度の仕組みと問題点について述べさせて頂いたが、こ

の章では、本報告書作成時にはまだ新制度はスタートしたばかりで事例の蓄積を待た

なければならない状況にある為、旧・技能実習制度での成功事例を取り上げ、今後の

ビルメンテナンス業界における技能実習生導入の検討材料に出来ればと考えている。 

   

２ 受入れ企業側からの成功事例 

①S 株式会社の場合 

【流れ作業ではない、変化の多い職種。毎回違う指示が出ても、キャッチしてくれる。】 

■京都府 

■自動車製造業(二輪自動車を含む) 

■研修作業:溶接/半自動溶接作業 

■研修生の国籍:中国 

■真面目、知識あり、休まない。本当によくやってくれている。 

新品のトラックが広大な駐車場にズラリと並ぶ S社。 

この現場では、3名の中国人研修生が配属された。 

「一番は真面目。本当に全く休まない。期間が限られている中で覚えなければいけ

ない、次が無い、という一生懸命な意識を凄く感じる。」 

■毎回違う指示もきちんと対応。日本人の高卒を教育するより早い。 

S㈱の仕事内容は、流れ作業ではなく、パターンが一つひとつ変わる受注生産。 

日本語がまだ完全でない研修生だが、 

「相当向こうで学んでいるようだ。こちらの高卒を一から教えるよりもはるかに上

手に溶接してくれる。」 

技能実習制度で一番の大きな誤解は、一回一回の指示で意思が通じない場合が生じ

ることで、流れ作業以外は無理なのではないか、という印象があることだが、 

「作業に慣れるのに半年もかからなかった。今後ますますの活躍を皆で期待してい  

る。」  

 

■社員たちがとっても面倒を良くみてくれる、それが一番の嬉しい驚き。 
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「実習生の頑張りももちろんだが、社員を見直す良い刺激になった。公私に渡り、

よく実習生らの面倒を見てくれている。突き放されるのでは、と心配したが、本

当に嬉しい驚きだった。 

仕事においては、実習生を育てる、という責任感が出てきたようで、段取りの仕

方が変わった。」 

お互いが良い関係となり、日本人スタッフと実習生がともに高めあい、相乗効果を

生み出す現場となった。  

 

②K 社の場合 

【欠かせぬ人材として同社の新たな事業計画の基盤を担う！】 

非常階段などの溶接が主な仕事の K社。中国人研修生が同社のなくてはならない戦力と

なっている。 

研修生を迎えた昨年から、売り上げもかなり上がってきた。 

本年度、2期生 2名を迎えて計 4名の中国人研修生がいるが、日本人の現場要員を上回る

数だ。 

少人数で営む工場では、即戦力として売上げを支えることになる。 

1期生が育ち、2期生を迎えた現在、中国人研修生を組み込んだ、新たな経営計画が確立

されつつある。 

日本人だけでは叶わなかった新たな方向性が見えてきた。 

 ■大阪府 

 ■鉄骨･鉄骨階段･現場金物製作･取付・建築金物･内外ステンレス･アルミ･設計施工 

■研修作業:溶接 

■研修生の国籍:中国 

■溶接のテストでは、会心の出来栄えの二人を採用 

K社は、マンションの非常階段･それに伴う手摺･室内の化粧階段の手摺･新幹線の防音

壁など鉄に関するものの溶接を受注している。 

いかに少人数で効率よく作業をこなせるかが利益となるため、技術力のある人材を確

保することが重要となる。 

 そのため現地面接へは、H部長自らが赴き、自分の目で腕のいい研修生を選んだ。 

 溶接のテストを見た H部長は目を見張るほど驚いた。 

 「2人とも優秀。これなら即戦力になる!」 

 リー君は頭が良く、中国でも溶接の作業をしており、日本でも素晴らしい作業をこ  
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なしている。 

もう一人のウー君は、当初は期待していたほどでもなかったが、リー君にリードさ

れ、目を見張るほど腕を上げた。 

「ウー君も、決して出来なかったわけではない。リー君がパーフェクトな技術を持  

っていたということ。ウー君は驚くときの表情などがとても面白く、よく笑わせ

てくれ、人柄は抜群。」と、H部長。溶接の技術が高いことが第一だが、明るさも

必須条件に面接したとのこ 

と。  

■1期生を軌道に乗せたら、2期生以降は自然に順応。 

工場長の M氏が研修生･実習生の指導にあたっている。6月に 2期生を向かえ、よう

やく新体制が組めるようになった。 

1期生を迎えた当初は、紙に書いての筆談あり、多少の喧嘩ありだったが、彼らが日

本語を理解するのにはそんなに時間は掛からなかった。 

2期生は 1期生が指導してくれるため、言葉の問題は完全に解決した。 

「日本語は 1人が理解してくれたら大丈夫。最初は私が怒っていると勘違いしてい  

たこともあったと最近話してくれた」と M氏。 

現場で飛び交うのは、ものづくりをする職人言葉で、どうしても早口で乱暴な印象

に聞こえたようだ。 

その誤解もとけ、実際に言葉を理解できるようになったので、作業の効率はますま

す高まっている。 

「階段を設置する場所など、現場を見に行って説明すると、きっちり丁寧に仕上げ

ることが出来るようになった」 

雑な仕事をしないというのは、国籍に関係なく、働くにあたっての意識の問題であ

ることがこのことで分かる。 

  ■日本人を雇うより、彼らの方がずっといい。 

1期生が来てからは、作業計画がきっちり詰められるようになった。 

日本人の場合、朝遅刻しないで出勤してくれるかどうかが一番の問題。 

10分遅れたら、その日は来ないのが日本人。しかし、中国人研修生は遅刻ゼロ。 

間違いなく出勤してくれることで、効率よく仕事を回していける。 

「日本人の若者とは話が通じない。まだ中国人研修生の方が、話が解る(笑)。」 
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中国に帰国したら、同じく溶接を仕事とするもの、車の板金工をするものなど、 

彼らは目的をもって作業に取り組んでいる。 

■図面の見方も自主的に勉強している。 

サイズや材質がその都度違うため、使用するツールも多く、色々考えないといけな

いことが多い仕事。そのため、研修生も実習生も、言われたことだけ担当している

わけではない。 

それが判るいい例が、製品の図面を寮に持ち帰り解読していることである。 

1期生はすでに図面を読めるようになっている。そうなると、教える方も益々熱が入

ってしまうようだ。解らないことはその場で理解出来るように、材料に石筆で書い

て教えていたら、消し忘れたものがそのまま製品として納品されたこともあった。 

ちょっとした笑い話になっているが、それだけ指導者の熱意が伝わるエピソードで

ある。 

「中国人の人数をどんどん増やそうとは思わないが、一人が担当できる作業の段階  

は広げていきたい。そうすれば、いずれ工場長は自ら作業せず、最終の検品だけ

を担当できる。その方が製品の精度はさらによくなる」と、H部長は言う。 

“間違いがなく、仕上がりが綺麗で、精度が高い”これは同社の強みだが、中国人

研修生･実習生を同社の主要な人材におくことが、今後の事業計画に輝きをもたらし

たようだ。  

 

③O 株式会社の場合 

【最初は大反対だった社員も今では彼らの真面目な研修への姿勢に刺激を受けている。】 

■兵庫県 

■荷役運搬機械製造業 

■研修作業:半自動溶接:配電盤制御盤組立作業 

■研修生の国籍:ベトナム 

■徹底的に拒否反応を見せていた社員。でも彼らの真面目な姿勢で印象が変わった。 

研修制度を取り入れる際、なによりも大変だったのは社員の反対だった。 

「ベトナムから研修生が来ると言ったら、ほとんどの社員が『私たちの部署にはいれ

ないで欲しい』という感じだった。確かに、現場の人間としては、仕事が思うよう

に進まなくなると感じたようだ。自分たちにもノルマがあるから。だけど、一度や

ってみよう、ダメだったら配置換えするから……と無理矢理(笑)。これからの日本
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は、こういった制度が大切になるから、と説き伏せた。そして、一週間ぐらいは人

を変えてローテーションで、ちょっとずつ彼らを教育していってもらった。」 

「研修生は朝から晩まで一生懸命同じ溶接を、根気よく作業する。日本人の新入社員

だと絶対に無理だろう。その真面目な姿勢をずっと見ていると、日本の社員たちも、

一ヶ月ぐらい経った時には『この人たち、すごい!』という思いに変わったようだ。」 

「作業内容をメモしたりするし、積極的に質問もするし、与えられた事すら面倒臭い

という感じの日本の現代っ子には無い真面目さがいい。今では社員たちにとって、

すごく良い刺激になっている。たった半年でこんな感じだから、この先、何年か先

になったら日本人が顎で使われてしまうのではない(笑)」 

■日本の国自体が外国人研修生を受け入れる体制ができていない事を痛感した。 

研修生の日々の暮らしは、とにかく節約。これは他社の感想でもよく耳する。 

Yさんも様々な会社から研修生たちの生活の切り詰め具合を聞いていた。 

「お給料のほとんどを仕送りに回すと聞いていたので、我々の方でも最初のうちは、

お米だけは無償で支給しようと決めていた。お腹をすかして作業をされても…ね

(笑)」 

また、Yさんが、研修制度を実際に取り入れて一番大きく感じたのは、『日本自体が 

受け入れる体制になっていない』という事だ。 

「日本では、仕事をする上では資格が絶対必要。日本人の場合は、半年の間に絶対

取らせる。しかし研修生がそれをしようとすれば、やはり日本語の壁がある。ベ

トナム語で受けさせたらすぐに取れるはずなのだが…。日本の国の閉鎖性を感じ

る」 

しかし研修生たちには時間がかかっても資格を取得してほしい。Yさんは、日本にい 

る間に何を覚え、取得するかが彼らにとって大切だと強く言う。 

「だから、手間暇かかるが、その部分は彼らに勉強させている。日本語も、2級は絶

対取れよ、取らないとベトナムに帰すぞ!……なんてはっぱをかけたりね(笑)」 

来年にはさらに 2期生を 3人受け入れる O社。第 1期生の彼らには、良き先輩とし 

て後輩を指導できるよう、日本語も技術修得も頑張って欲しい。 
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３ 技能実習生の声 

①ベトナム・NGUYEN VAN VINH さん（入国から 3 ヵ月） 

私は NGUYEN VAN VINHです。今年ニ十一さいです。ベトナムからきました。私は○○

会社でじっしゅうしています。 

私は日本へようせつのじっしゅうにきています。私がはたらいている会社はいい会社

です。私はこの会社ではたらいていることがうれしいです。今ははたらきながらべん

きょうしています。 

私はねっしんでまじめなしごとをしてがんばってそれから日本のようせつのけいけん

と日本語を勉強します。三年あとでじっしゅうをおわったら国へかえってから 

日本語をつかうしごとをしたいです。日本でならったようせつのけいけんをつかいた

いです。私はおおきいふねをつくります。つくるふねはせかいじゅうでゆうめいなふ

ねです。それは私のすばらしいゆめです。 

 

②中国・徐 軍さん（２００２年１２月 機械加工研修生として入国 

２００５年１２月 任期満了帰国） 

私は言葉の問題を解決するために、【NC旋盤取扱説明書】を借りて辞書を引きながら猛

勉強しました。学習を通じて大きな成果を得ました。帰国後、貸工場を借りて NC旋盤

設備を購入し、従業員を募集して、自分の加工工場を設立しました。初期段階の業務

は町が小さく受注先からの注文も少なかったです。しかし私には技術を持っていると

の自信がありますので成功するまで頑張ります。 

 

③ベトナム・フン バン チャンさん（入国から 3 ヵ月） 

私はフン・バン・チャン 今年十九さいです 今私は○○会社のじっしゅうせいです 

この会社はいいです みんなもゆめがあります だれもゆめをかなえたいです 

私は日本へようせつのじっしゅうにきました とても幸福です こどものとき会社で

はたらきたかった私のきぼうは日本で 3年 新しいぎじゅつを勉強したいです 

がんばります いろいろゆめがあります 国へかえってから友達といっしょに会社を

作ります でも私のゆめはちょっとむずかしいです おかねがたくさんありませんで

すからむずかしくてもがんばります わかいものがくろうをかってもいいですから 

私はあくまで計画を実行します 

会社のしょうらいのなまえはチャンです 会社はようせつのしごとをします 

わたしは しんせつなしゃちょうになります それはわたしのゆめです。 
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４ 帰国後の効果等 

 ①研修・技能実習の成果 

  帰国後、研修生・技能実習生は、研修・技能実習の成果として、 

  ㋐技能や実際の作業能力レベルが向上したこと。 

  ㋑技能の幅を広げ、多能工となったこと。 

  ㋒日本企業の経営管理手法を学んだこと。 

  ㋓日本人とネットワークを作れたこと。 

  ㋔日本の最新技術を学んだこと。 

  等をあげているほか、日本語のマスターもあげている。 

 

 ②帰国後の研修生・技能実習生の実践事項 

帰国後の研修・技能実習生は、復職した送出し企業で研修・技能実習で修得した技術・ 

技能やノウハウ・知識等を活用し、実践していることとして、 

  ㋐職場の規律の徹底 

 ㋑品質管理意識の高揚 

 ㋒５S運動（整理・整頓・清掃・清潔・躾）の展開 

 ㋓従業員の仕事に対する意識の改善 

 ㋔安全対策の徹底 

 等を指摘している。いずれのケースでも研修生・技能実習生は、研修・技能実習を通

じて一定の対策・技能・知識を修得し、帰国後、それを役立てていることが理解でき

る。 

 

 ③送出し企業の送出し効果 

  送出し企業は、帰国後の研修生・技能実習生の活動振りを評価し、送出し効果として、 

  ㋐品質管理意識が高まったこと。 

  ㋑仕事に対する意識が前向きになったこと。 

  ㋒職場の規律を守るようになったこと。 

  ㋓安全意識が高まったこと。 

  ㋔コストに対する意識が高まったこと。 

  等をあげており、送出し企業も外国人研修・技能実習制度を高く評価している。 

 

④帰国後の成功事例 

 ㋐復帰した送出し企業での賃金上昇や昇進による処遇改善 

      研修生・技能実習生が帰国後、送出し企業からどのような処遇を受けているのか 

を明らかにすることは、送出し企業が研修生・技能実習生をどれだけ評価している

かを知る為に重要であるが、帰国後の昇給があった者は全体の過半数を占め、また

帰国後、経営管理部門に登用されたり、技術者として配置されたりした者も存在し

た。 
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 ㋑帰国後、一定期間経過後の自営業の開業や会社の設立 

   研修生・技能実習生は、送出し企業に復職した後、一定期間経過して研修・技能 

実習で修得した技術・技能・知識、日本で獲得したノウハウ・知識・貯金、日本や

母国での人的ネットワーク等を活用し、自分で事業を開業したり、企業を設立した

りする者も見られる。 

 

以上、㋐・㋑いずれの場合でも、研修生・技能実習生は研修・技能実習で獲得した 

能力の発揮を通じ、帰国後の職業生活の改善や母国の産業・企業発展に役立てている 

ことが分かる。 

 

 

５ 外国人研修生・技能実習生の死亡事故発生例 

 

 発生月日  属性  国籍 

性

別  

年

齢  

事 故 内 容 

2008年 

4月 

実習生  中国  男

性  

２４  午後1時頃、作業場である畑へ、事業主に無断でト

ラクターを運転して一人で向かったが、途中で運転

を誤って横転し、下敷きになって死亡した。 

2008年 

4月 

実習生 中国  女

性  

４１  
午後 7時４０分頃、県道を歩行中、軽ライトバンに

はねられ、全身を強く打って死亡した。  

2008年 

4月  

実習生  中国  男

性  

３３  午前 6時に目覚まし時計と携帯電話が鳴ったの

で、自分で止めて再び寝たのを、同室者が見たが

そのまま眠ってしまった。30分後同室者が起床し、

日頃は先に起きているはずの当該実習生がまだ寝

ていたので起こそうとしたところ、顔面に血の気がな

く直ちに救急車で病院へ搬送したが、死亡が確認さ

れた。急性心不全と診断された。  
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2008年 

5月 

実習生 中国 男

性  

３８  朝 7時頃、同室の実習生が起きないので、起こそう

としたところ、死亡していた。救急車で病院へ搬送さ

れ、急性心筋梗塞（推定）と診断された。 

2008年 

5月 

実習生 インドネシア  男

性  

２５  夕方、後輩実習生と友人の宿舎に遊びに行き、６人

でビール（6本程度）を飲み、深夜 0時頃同宿舎を

て、自転車で寮に戻る途中交差点で車に追突さ

れ、橋の上より約４ｍ下へ転落しＵ字ブロックに頭を

ぶつけ病院に緊急搬送されたが即死状態だった。 

2009年 

4月 

実習生 ベトナム 男

性 

20

代 

朝、姿が見えないため、同室の実習生、受入機関 

スタッフが寮周辺、作業場内を捜索したところ、 

首吊り状態の実習生を発見した。 

2009年 

5月 

研修生 中国 男

性 

30

代 

Ｈ鋼をクレーンで吊って運搬して、所定の場所に 

立てて置き、Ｈ鋼からクランプを外してクレーン 

を元の場所へ戻そうとしたが、クランプが外れて 

いなかったため、Ｈ鋼が倒れ、別のＨ鋼との間に 

挟まれ、大量出血で死亡した。 

2009年 

8月 

研修生 中国 男

性 

20

代 

会社の敷地内でフォークリフトを運転して作業 

中、敷地内取り付け道路から、約１１メートル下 

の道路上に転落、フォークリフトの下敷きになっ 

て胸などを圧迫され、死亡した。 

2009年 

10月 

実習生 中国 女

性 

20

代 

宿舎に戻らないので警察署に捜索願を提出したと 

ころ、翌日遺体となって発見された。当該実習生 

に金銭を借りていて、他企業に勤務する男性実習 

生が死体遺棄容疑で逮捕された。 

2009年 

11月 

実習生 中国 女

性 

20

代 

寮から出火、軽量鉄骨２階建延べ１００ｍ2 を半焼 

した。焼け跡から女性１人の遺体が見つかった。 

当該実習生が同僚の実習生ら２人と喧嘩して相手 

を刺し、その後灯油をまいて火をつけ死亡したと 

みられている。 
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６ 外国人研修・技能実習制度の効果的な運用について 

 ①採用時の取り組み 

  ㋐この制度を円滑に進める為には、採用・面接が重要なポイント 

  ㋑必ず受入れ企業の代表者、担当者、若しくは現場で一緒に働く研修指導員が現地へ 

出張し、受入れ企業自身で採用を決める 

  ㋒どのような人物を採用するか明確な考えを持つことが大切 

  ㋓送出し機関に採用条件など事前情報をしっかり伝え、密に連絡を取ることが重要 

  ㋔既婚者の方が家族の為にということもあり、仕事が安定している場合が多いが、企 

業によって希望も様々なので、希望に沿った候補者集めが重要 

  ㋕基礎学力がある程度のレベルに到達していないと成果が期待できない 

  ㋖実習生本人に学習意欲があることが重要 

  ㋗待遇についてしっかりと説明を施し、来日後の不満要素を取り除く事も大切 

  ㋘来日前に、日本語能力試験 4級レベルを修得しているか否かが重要 

 

②面接時のポイント 

 ㋐服装や雰囲気が明るいかを判断→明るい人の方が来日後上手くいくケースが多い 

 ㋑逆にコネや紹介で採用したケースは、来日後上手くいかないケースが目立つ 

 ㋒優秀であってもわがままで自己主張の強い人は上手くいかないケースが多いので、 

明るくて共同生活で協調性のありそうな人を選ぶ 

  ㋓健康か否かも重要 

  ㋔短時間の面接だけでは不十分な場合もあるので、送出し機関の頼りになる職員を発 

掘し、その方に一定期間観察して貰うのも一つの方法 

 

③送出し機関との連携 

 ㋐送出し機関の代表者との人間関係も重要。信頼関係が大切 

 ㋑送出し機関に月に何回も国際電話をかけるなど、情報の密なやり取りが重要 

 ㋒実習候補者が勤務する企業との関係も重要→選考で迷った際には、その企業の担当 

者に普段の仕事内容等をヒヤリングできる 

  ㋓しかし、現地スタッフと必要以上に懇意になることも考えもの→採点等数字により 

客観的に判断するように心がけることも大切 

   

④来日当初の集合講習で力をいれること 

 ㋐来日時に歓迎式・開講式等を行う→歓迎の意思を伝える 

 ㋑講習内容にも心のこもったやり方を導入する（楽しく学ぼうという環境をつくる） 

 ㋒来日後、1分 6円の国際電話カードを渡し、現地の家族とのコミュニケーションが密 

に取れるように心がける 

  ㋓日本では母国とルールが異なる事を強調して伝える→初めにトラブルの元を少しで 

も取り除く 
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⑤技能実習中の留意点 

 ㋐受入れ企業の技能実習指導員と連携を取りながら作業の全工程を経験させる→全体 

像をみせる 

  ㋑日本語を話す機会を多く取る→なるべく日本語で質問を投げかける 

  ㋒現場での上司・班長とのコミュニケーションが上手くいくかが重要なポイント 

  ㋓技能実習指導員と実習生との相性も非常に大事 

  ㋔監理団体は受入れ企業の監査や巡回指導をするときは、上記が上手くいっているか 

否かを重点的に観察 

  ㋕監理団体は巡回の際、実習生の母国語が分かる人を連れて行き、現場での不満等を 

母国語でヒヤリングし、対策を練ることも大切 

  ㋖受入れ企業の責任者と監理団体の責任者とで定期的な会議を開き、連絡を密にとる 

ことも重要 

  ㋗監理団体は安全対策面で不備があると認められる受入れ企業に対し、改善を促す取 

り組み行う事が重要 

  ㋘共同生活の中で、貴重品の管理も些細なことだが重要→共同生活での信頼関係を崩 

さない為にも、大金は持ち歩かない等の指導が大切 

  ㋙実習生の感覚・慣習等にも配慮が必要→中国人はメンツを重んじるので、下手に恥 

をかかせないように気を配る等 

 

⑥生活指導のポイント 

  ㋐技能実習生は受入れ企業の宿舎・寮での共同生活→その為の規則を守る必要性を伝 

えることが大切 

  ㋑健康管理・バランスのとれた食事→貯金の為に食費を切り詰め、健康を崩す場合も 

多いので、しっかりとした生活指導も重要 

  ㋒監理団体が、生活指導の強化を受入れ企業に促すことも時には必要 

  ㋓生活指導は受入れ企業のトップが真剣になってくれるかがポイント 

  ㋔来日当初の講習時に、管理栄養士による健康指導の時間をとることも大切 

  ㋕守らなければならない事は、箇条書きにして分かり易く指導 

  ㋖急病や重大事故については、監理団体が迅速に対応することも重要 

 

⑦日本語指導など 

 ㋐実習生を実習生だけのグループに固めずに、日本人従業員の班に一人ずつ実習生を 

入れるなど、日本語を話す環境を整える 

  ㋑時間外では交換日誌を実施するのも効果あり 
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⑧失踪等の問題 

  ㋐数は少ないが、どうしても発生してしまう問題 

  ㋑給与等の全ての清算が終わった帰国前日に失踪という例も→計画的 

  ㋒出身地がある地域に偏っている場合には、その地域からの受入れの休止も検討 

  ㋓国内の友人に手引きされてしまった例もある 

  ㋔夫婦仲が悪い場合は失踪の確率が高い 

  ㋕送出し機関や、母国の実習生所属企業の責任者に、実習生候補者の家庭訪問を厳重 

に行って貰ったり、家族との直接面談も取り入れ、家族間のコミュニケーションの 

状態も選考基準に加えることも重要 

  ㋖来日が決まると、甘い話が実習生自身だけでなくその家族のところにも来るので、 

誘惑に負けないよう『日本での実習は家族の理解と協力が必要である』との説明が 

大切となる 

 

 

７ その他、監理団体の声 

①担当者による技能実習生の訪問指導が大切 

 ㋐訪問指導時の何気ないコミュニケーションが大切 

 ㋑来日当初の不安や日常の些細なやりとりも訪問指導によって把握 

 ㋒受入れ企業と実習生のコミュニケーションの行き違いを極力減らす 

 

②一企業二担当者制 

 ㋐同国人のみの担当者では無意識のうちに実習生よりの立場に陥ってしまう場合があ 

るので、日本人担当者と二人で受け持たせ、バランスを取るように心がける 

 ㋑この制度により、受入れ企業のニーズも重視する 

 

③緊急時の対応 

 ㋐携帯電話にて緊急時に対応 

 ㋑即時に駆けつけることが不可能な場合の為に、緊急対応マニュアルを作成 

 

④各種教育に尽力 

 ㋐日本語検定対策講座を実施 

 ㋑送出し機関でも充実した日本語教育 

 ㋒日本での生活マナー講座も実施 

 ㋓ゴミの分別収集を指導し、近隣住民とのトラブル防止も強化 

 ㋔実習生同士の交流目的としたイベントや、日本語での感想文発表会を実施 

 ㋕受入れ企業様へのコンプライアンスに関するセミナーも実施 
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第 4 章 業界への技能実習制度の活用手段とその展望 

 

１ はじめに 

 ここまでの調査で、技能実習制度の仕組みと問題点（第 2 章）と、旧・技能実習制度時

における成功事例（第 3 章）について報告してきた。この章ではさらに調査を掘り下げ、

実際にビルメンテナンス業界における技能実習生制度を如何に活用していけば良いのか、

その手段と当該制度の今後の展望について報告させて頂ければと思う。 

 

２ ＪＩＴＣＯでのインタビュー結果① 

【総論】 

  東京都港区にあるＪＩＴＣＯ（財団法人 国際研修協力機構）本部へ赴き、担当の方

に新制度の現状と共にビルメンテナンス業界における外国人技能実習生制度の導入の可

否と課題についてお話をうかがった。以下は担当者のお話を踏まえ、ビルメンテナンス

協会が今後どのような働きかけを行って行くべきかについて、私見を加えまとめたもの

である。 

 

①この制度は外国から主に若者を日本に呼び寄せ、我が国で開発され培われた技能、技術、

知識等を教育し、その技術等を諸外国に持ち帰って貰い、母国の経済発展に貢献すると

いうものであり、ＪＩＴＣＯではその趣旨の下に指導・監督を行っている。 

 

②その中で 1 年目を 1 号、2 年目・3 年目を 2 号と分け、1 号から 2 号へ移行する際に技能

検定を行い、1 年目の成果を調べ更に実習・教育が必要か見極めて移行の可否を決定して

いる。 

 

③ビルメンテナンス業界は主に清掃・設備管理・警備という業務を行っているという事だ

が、ビルの衛生管理に関する技術や、省エネルギーに関する技術を海外へ移転するとい

う目的なら、前述した技能実習生制度の趣旨には合致すると思われる。 

 

④しかしながら 2 号へ移行するには現在、対象職種というものが定められており、その対

象は現在でも拡大傾向にはあるが、残念ながらビルメンテナンス業はそれに含まれてお

らず、建設関係から内装仕上げ施工に関する職種に付随して保守管理に就いた例が一部

報告されてはいるが、保守管理のみでは難しいと言わざるを得ないのが現状である。 

 

⑤現行制度では東南アジア等発展途上国への技術移転ではまずは『モノ』からという趣旨

の下に対象職種が定められているという実情があり、将来、ビルメンテナンス業界のよ

うなサービス業関係の技術の移転も必要となってくることは今後充分に予想されるが、
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ここは現行制度を踏まえて議論をしていかなければならない。 

 

⑥そこで 1 号のみで検討してみるが、現在、1 号のみで技能実習生を受け入れている業界と

しては、前述した『モノ』の移転ではなく、ビルメン業界と同じくサービス業に属する

クリーニング関係の業界が存在する。 

 

⑦旧制度では 1 号は研修生と呼ばれ、労働者として作業を行ってはいけなかったが、夜に

クリーニング作業を行わせていたなど、クリーニング業界ではトラブルが多かった。そ

れが新制度では雇用契約を結び労働者として作業を行えるようになったので、その点の

問題は解消傾向にあると言える。しかしながら新制度では受入れ機関での 1 ヵ月（母国

で講習を全く行わなければ 2 ヵ月）の講習があり、1 ヵ月は全くと言っていい程作業に就

けなくなったため、負担が増加したという問題も新たに発生しているとの報告を受けて

いる。 

 

⑧また、1 号のみだと一年間しか日本に在留することが出来ず、先輩実習生が後輩実習生を

指導・教育していくという実習生間での技術の授受等のメリットが享受出来ないとも思

われ、それによる指導の負担も計算に入れなくてはならないと思われる。 

 

⑨よって、やはり 2 号対象職種にビルメンテナンス業が含まれるか否かが、貴業界がこの

制度を活用してメリットがあるかどうかを大きく左右する問題であろう。その為には官

庁へのアプローチ、所謂厚生労働省への陳情を行っていくことが重要になってくると思

われる。 

 

⑩しかしながら官庁はすぐにどうこうと動く機関でもないし、ビルメンテナンス業界の本

気度にも影響されると思われるので、まずは前述したクリーニング業界のように 1 号で

の実績を積んでいくというのも一つの方法として考えられるのではないか。 

 

⑪また先行して 1 号で受け入れていくにしても、ビルメンテナンス協会が監理団体となる

のであれば、協会の定款変更等の準備が必要となってくる。恐らく一年に一度行われる

であろう総会等の議決によって、定款の目的に『技能実習制度の監理団体として、受入

れ事業を行えるようにする規定』や、『有料（無料）職業紹介の許可取得ができる規定』

を盛り込む作業も必要となってくるであろう。 

 

⑫どちらにしても協会会員企業の賛同が必要になってくることが予想される為、会員企業

様への情報提供や、雇用事情の変化も含めた情報交換、要望等の調査も並行して行って

いくべきであろう。 

 

⑬実際に技能実習生の受入れが開始されると、監理団体の受入れ機関への監督が最も重要
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となってくる。受入れ機関をしっかり指導する等、強く監督出来ないと上手くいかず、

トラブルが続発する傾向にあると言える。監理団体の意向、技能実習の制度趣旨を上手

く伝えていくことが出来るかがカギとなっていくであろう。 

 

⑭こうやって説明してくると、本当に大変なことばかりのようだが、メリットは必ずある

と思われる。 

  

⑮まず、賃金のみならず、求人募集等のコストも確実に下がることが予想される。最低賃

金でも日本に在留したい外国人は沢山いると思われるので、法に触れないよう労基法を

守ってしっかり監理を行えば、コストを抑えながら業界の労働力不足の問題をかなりの

確率で改善出来るのではないだろうか。 

 

⑯最後に、実習期間中にトラブルを起こさない為のもう一つのポイントは、現地の送出し

機関をどのように選ぶかという点にある。送出し費用を安く言ってくるところは、日本

でトラブルを発生させる確率も高いようである。送出し機関としてしっかりと組織が確

立され、きめ細かな運営が行われているかも選択の重要な要件である。 

 

⑰その点、現地でのビルメンテナンス業界を取りこんで、そこに送出し機能を担って貰う

事は、大いにメリットがあると思われる。送る方もメンツがかかってくるし、良い人材

を送り、しっかり技術を吸収し、その人材が帰国して母国に貢献してくれれば、送出し

機関にもお金だけでは無い業界全体にとってのメリットが存在するからである。まさこ

の技能実習制度のお手本と言えるモデルケースとなれるのではないだろうか。その為に

全国ビルメンテナンス協会や、アジアビルメンテナンス連盟、韓国協会、 台湾協会、シ

ンガポール協会、マレーシア協会、上海協会（中国）、インドネシア協会、フィリピン協

会などを取りこんで、しっかりと引き続き議論を行いながら準備していけば、将来ビル

メンテナンス業界に多大なメリットを与えてくれるものとなるであろうし、協会に入会

するメリットにもなり得、会員の増加にも繋がるように思われる。 

 

３ ＪＩＴＣＯでのインタビュー結果② 

【今年 7月から導入された新制度の現状】 

①新制度の利用率  

   やはり新制度の監理体制の厳しさと、職業紹介の許可基準を満たさない監理団体が

技能実習制度から撤退した影響で、利用率は下がっている。 

   また、現地での監理監督も強化した影響で、実習生数自体も減ったと報告を受けて

いる。 

 

②監理強化に対する受入れ企業の対応 

   監理団体からの指導も厳しくなり、実習生を監理する為のコスト増大の影響で、受

http://www.j-bma.or.jp/pdf/3-1.pdf
http://www.j-bma.or.jp/pdf/3-1.pdf
http://www.j-bma.or.jp/pdf/3-2.pdf
http://www.j-bma.or.jp/pdf/3-3.pdf
http://www.j-bma.or.jp/pdf/3-3.pdf
http://www.j-bma.or.jp/pdf/3-4.pdf
http://www.j-bma.or.jp/pdf/3-5.pdf
http://www.j-bma.or.jp/pdf/3-6.pdf
http://www.j-bma.or.jp/pdf/3-7.pdf
http://www.j-bma.or.jp/pdf/3-7.pdf
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入れを辞退する企業も出てきているようである。 

 

 ③監理団体の対応 

   監理を強化しつつある。旧制度では研修生期間の 1 年間のみの監理だったが、新制

度では 3 年間全て監理することになったので、コストが増大したと聞いている。 

 

 ④1 号の他業界への浸透程度 

   前述のクリーニング業界以外は、新たに参入した業界は聞いていない。まだ始まっ

たばかりで様子を見ている状況にあるのかも知れないが、1 号の 1 年間だけでは最低で

も 1 ヵ月の講習期間のコストをペイし難いことが背景にあるのではないか。 

  

 ⑤賃金の状況 

   各地の最低賃金がボーダーラインでその辺りで推移しているようである。 

 

 ⑥事故・脱走等の状況 

   監理団体での相談受け付け数は増加傾向にあると聞くが、労働基準監督署に駆け込

む数は現在のところ変化なしの印象である。 

 

 ⑦帰国後の状況 

   新制度になってまだ日が浅い為、現在のところ報告は聞いていない。 

 

４ ＪＩＴＣＯでのインタビュー結果③ 

【ビルメンテナンス業界への活用可能性】 

 ①1 次産業・2 次産業以外への対象職種の可能性 

   対象職種を選定している厚生労働省へ陳情などアタックを試みるしかないのではな

いか。 

  

 ②1 号のみの制度利用上の難点 

   やはり１ヵ月の講習が負担となっている。また、作業を習得した途端に帰国してし

まうので、コストパフォーマンスが悪いようだ。実習生自身も一年間だけでの帰国は、

嫌がっている状況にある。 

 

 ③協会が監理団体になることのメリット 

   前述した送出し機関にも現地協会を据えることで、送出す方も良い人材を送出し、

受け入れる方もメンツがある等しっかりと教育するであろうから、一番良い方法では

ないかと考える。また、協会に入会するメリットも増すように思われる。 

 

 ④2 号への移行時のビルクリーニング技能士検定のあり方 
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   現行検定の簡易版を用意する等準備が必要となるが、その為には厚生労働省へアプ

ローチするしか方法は無いであろう。 

 

 ⑤ビルメン業界の制度利用可能性とその対策 

   やはり厚生労働省へのアプローチが重要であり、その結果次第であろう。 

 

 ⑥技能実習制度の将来的展望 

   将来的にもこの制度は続いて行くであろう。廃止になる事は今のところ考えられな

い。しかし、現在の実習生の主な母国である中国・インドネシア・ベトナム以外の国

からの送出しへ移行する可能性は十分にあると思われる。 

また、トラブルや人権問題等が新制度でも発生するようなら、今後もより厳しく監

理体制を整えざるを得ないであろう。勿論、トラブル等が減れば緩和の方向へ流れる

可能性は十分にある。新制度の状況を見極めていくことが今後も重要であろう。 

 

５ 制度導入への展望（まとめ） 

  これまでの調査報告で、 

①技能実習制度の仕組みと問題点 

②旧・技能実習制度時における成功事例 

③ビルメンテナンス業界への技能実習生制度の活用手段とその展望 

について報告を試みてきたが、最後に導入への展望についてまとめてみたい。 

【㋐導入メリット】 
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  上記は平成 22 年版 ＴＫＣ経営指標（要約版／平成 21 年 1 月期～12 月期決算の会社）

の引用だが、他の業種に比べ、ビルメンテナンス業界は労働分配率が高いことが伺える

（75.6%。労働分配率は、限界利益に占める人件費の割合を示す。なお、人件費には、１．

製造原価中の賃金・賞与・雑給・法定福利費・厚生費・退職金、２．販売管理費中の従業

員給与・事務員給与・役員報酬・従業員賞与・厚生費等が含まれる。）。 

  また、最新の資料によると、ビルメンテナンス業界は、平成 22 年 9 月～11 月決算の会社

の内、黒字企業割合が 44.3%、平均売上高が 2 億 4254 万円、対前年平均売上高比率 98.5%、

平均限界利益率 62.1％、平均人件費 1 億 938 万円、平均労働分配率 72.7%、平均損益分岐点

売上高 2 億 3187 万円、平均損益分岐点比率 95.6%、1 人当りの平均売上高 44 万 1 千円、1

人当り平均人件費 19 万 9 千円、平均従業員数 45.8 人という数字が出ている（ＴＫＣ経営指

標速報版より引用）。 

  

                  （ＴＫＣ経営指標速報版・サービス業より） 

 

この中で特に注目したいのが損益分岐点比率である。この数字は低ければ低いほど売上
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減少に耐える力が強く、経営安全度が高いと判断できる。あくまで平均の話だが、ビルメン

テナンス業界の損益分岐点比率は他の業界と比べて高い傾向にあるようである。 

  また、1 人当り平均月額人件費 19 万 9 千円戸の数値は、他のサービス業界と比べても低い

数字であると言える。 

 

 これらの数値より考察すると、労働分配率が高いビルメンテナンス業界では、損益分岐点

比率を抑えるには、まずは人件費を抑えることが最も効果的であると言えるのではないだろ

うか。 

 

 

 しかしながら、今後の景気上昇に伴い労働力不足が真っ先に表面化するのは、やはり人件

費を抑えている業界である事は周知の事実と思われる。それ故、ビルメンテナンス業界に外

国人技能実習生を投入することは、人件費を抑えながら労働力を確保出来るという面で、貴

業界にとっても大いにメリットがあると思われる。 

 

例えば、最低賃金超えの時給 825 円で労働力を確保出来れば、 

  

 ●1 日の人件費：825 円×8 時間＝6,600 円 

 ●1 週間人件費：6,600 円×5 日＝33,000 円 

 ●１ヵ月人件費：6,600 円×24 日＝158,400 円 

 

となり、一月一人当たり平均人件費から単純計算で 4 万円程余裕が出来る計算と 

なる。 

 

 また、上記速報によると、ビルメンテナンス業界における 1 社当りの平均従業員数は 45.8

人となっているが、ビルメンテナンス協会が職業訓練法人であることにより技能実習生の受

入れ特例人数枠が適用され、1 社当り 3 人は、多少規模の大きい企業であれば 6～10 人を受

け入れることが可能となる。 
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 これによりあくまで単純計算だが、4 万円×3 人＝12 万円／4 万円×10 人＝40 万円で、

1 か月 12 万円～40 万円、1 年で 144 万円～480 万円の人件費削減が可能となる。しかも技

能実習制度がスタートすれば、労働力の安定供給が可能になると思われる。求人広告費用

の削減など、この他にも経営的メリットはあるように思われる。 

 

  

 
 

また雇用保険料だが、ビルメンテナンス業界の一人当りの平均月額人件費 19 万 9 千円

で計算すると、事業主負担は約 1,890 円だが、月額人件費 158,400 円で計算すると、一

人頭一月約 1,505 円。3 人だと一月 4,515 円。1 年で 54,180 円と微々たるものではある
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が、事業主負担を低減することが可能となる。 

 

 

 

   

また、健康保険・厚生年金保険料だが、これはパート・アルバイトは加入していない場

合が多いと思われるが、現在、正社員の勤務時間数の 4 分の 3 以上働く場合には加入義務

が発生するという基準がもっと緩やかにするといった議論が管首相のもと行われている。 

 

 

  そこで、技能実習生と現在の平均賃金とでその差額を検討してみると、 

㋐平均月額人件費 19 万 9 千円の場合： 

●健康保険料（全国協会健保の場合） 

→事業主負担 9,480 円（介護保険 2 号に該当しない場合を想定） 

●厚生年金保険料 

  →事業主負担 16,058 円 

 ☆合計 25,538 円 

㋑技能実習生人件費 15 万 8,400 円の場合： 
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●健康保険料（全国協会健保の場合） 

→事業主負担 7,584 円（介護保険 2 号に該当しない場合を想定） 

●厚生年金保険料 

  →事業主負担 12,846 円 

 ☆合計 20,430 円 

 ■一人当り１ヵ月差額 5,108 円の事業主負担減が発生。 

  3 人だと 1 ヵ月 15,324 円。1 年で 183,888 円の減額。 

となり、こちらも微々たるものかもしれないが事業主負担軽減に繋がるものと思われる。 

 

【㋑デメリット】 

しかし、前述した報告にもあるように、デメリットもあるようである。急な失踪や病気、

事故対応等である。 

 失踪にはしっかりとしたケアを行うしかないというのが現状だが、病気や事故へ対する

対策には、公的保険の他にも補完の意味で、ＪＩＴＣＯ（財団法人 国際研修協力機構）

が行っている外国人技能実習生総合保険を利用するのも一考だと思われる。 

 
 上記のように年間で 11,130 円～なので、公的保険の補助としてご検討頂ければ幸いであ

る。 

 

 また、宿泊施設の確保についてだが、これは最初の確保に費用がかかりるが、家賃は技

能実習生本人に負担して貰うことになるので、前述のメリットに比べれば負担は軽微で済

むものと思われる。 

 

しかし、一番の負担は実習実施機関側にではなく、監理団体となるビルメンテナンス協

会の方にあると思われる。実習実施機関への指導・監督の強化や講習の実施、実習実施機

関の指導員の配備や日誌の作成等は、当該制度を導入するにあたりかなりの経営負担にな

ることが予想される。この制度の導入規模にもよるが、まずは 3 人くらいの専属担当要員

が必要になるかと思われる。 

また、海外の送出し機関との打ち合わせや協会会員の理解など、初期投資には数百万円
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規模の金額が必要になると予想される。 

 

【㋒総括】 

  このように、技能実習生導入のメリット、デメリットを述べさせて頂いくと、低賃金

のみがメリットであり、デメリットの方が大きいのではと思われるかもしれないが、こ

れまでの報告のように、 

 

【国際社会への貢献】 

日本のビルメンテナンス業界で培ってきた高度なビルクリーニング技能、ビル衛生管

理技術、省エネ技術を技能実習生へ移転し、その国の経済発展を担う人材育成を伴う

活動は、実習実施機関はもとより業界全体のグローバル化に繋がり、また、業界の社

会的認知・価値を向上させるものと思われる。そして、貴業界のイメージ戦略も同時

進行させれば、日本国内の労働力獲得にも繋がると予想される。 

 

【優秀な人材の安定確保】 

最長 3 年間の在留を目指して技能実習制度を利用することで、現地ビルメンテナンス

協会という送出し機関と、受入れ機関である日本のビルメンテナンス協会、実習実施

機関の三位一体の協力体制を構築できれば、現地の協会も今後の発展を担う優秀な人

材を送り込むことが予想されるので、厳選な人材選考による優秀な人材を、半永続的

に確保することが可能になると思われる。 

 

【職場の活性化】 

技能実習生の年齢は、18 歳以上 40 歳以下で 20 代前半の若者が多く、体力があり、業

務に対する意欲が旺盛である。実習生は、日本で学んだ技術・技能を自国発展のため

に役立てたいという使命感に燃えている。誠実で真面目な実習生に感化され、教育、

研修する側の日本人社員の士気、意識が向上し、職場が活性化し、相乗効果が見込ま

れると思われる。  

 

【母国（実習生派遣国）とのビジネスチャンスの拡大】 

実習生を受け入れる事で、実習生の母国（実習生派遣国）の政府や現地ビルメンテナ

ンス協会との接点ができる。また習慣や、派遣国の人の性格を外国人実習制度により

事前に知っておくことは実習生派遣国進出への基盤作りとなり、ビジネスチャンスを

広げる可能性が出てくると思われる。また、中国など実習生派遣国への進出を予定し

ている場合は、雇用の確保や進出予定国の社員を雇用する際のノウハウの蓄積につな

がるものと思われる。  
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【㋔最後に】 

 以上、これまで技能実習制度について報告してきたが、様々なメリット・デメリットを

考慮し、労働力確保と国際貢献の両立を実現すべく、技能実習生導入を長期的スパンで検

討していくことは、本当に有意義な事であると思われる。  

 

来る労働力不足対策の選択肢の一つとして、今後とも引き続きご検討頂ければ幸甚であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜労務管理委員会労働条件小委員会における審議経過＞ 

 

日  程 審  議  事  項 

６月  ９日（水） 今年度の調査テーマについて 

８月１１日（水） 技能実習制度の仕組みと問題点について 

９月  ８日（水） 技能実習制度活用の成功事例について 

１２月  ９日（木） ＪＩＴＣＯ（(財)国際研修協力機構）へのヒアリング結果 

３月１１日（金） 報告書のまとめ 
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